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※このカレンダーには、決算日等に関係なく全ての会社に共通する期日のみ記載しています。

●８月分の源泉所得税、特別徴収住民税の納付　 ➡９月10日（木）まで

●７月決算法人の確定申告と納付（法人税・消費税など）

★届出により申告期限の延長特例あり（特例利用の場合は見込納付、消費税は

法人税の延長とセットで）。

➡決算応当日（月末決算では９月30日（水））まで

●１月決算法人の中間申告と納付（法人税・消費税など）

➡決算応当日（月末決算では９月30日（水））まで

●３か月ごとに消費税の中間申告をする法人（前年確定消費税額（国税）

が400万円超の法人）のうち10月・１月・４月決算法人の中間申告と納付

➡決算応当日（月末決算では９月30日（水））まで

●１か月ごとに消費税の中間申告をする法人（前年確定消費税額（国税）

が4,800万円超の法人）のうち６月・７月決算法人（申告期限延長の場合

は５月・６月・７月決算法人）を除く法人の中間申告と納付

➡決算応当日（月末決算では９月30日（水））まで

●雇用保険被保険者資格取得届の提出（８月雇入分）

➡９月10日（木）まで

●外国人雇用状況届出書の提出（雇用保険の被保険者ではない外国人の８

月雇入・離職分）　　　　　　　　　　　　　　 ➡９月30日（水）まで

●健康保険・厚生年金保険の保険料納付（８月分） ➡９月30日（水）まで

●申告、納付期限等の日が土曜日、日曜日、国民の祝日・休日に当たるときは、
原則その翌日が納付期限等の日となります。

（公認会計士・税理士　井村奨／特定社会保険労務士　井村佐都美）
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健康診断・人間ドック

　労働安全衛生法に基づく健康診断と事後措置等の実施を改めて徹底す

るため、厚生労働省は、平成25年度より毎年９月を「職場の健康診断実

施強化月間」と位置付け、集中的・重点的な指導を行っています。健康

診断や人間ドックに関する税務・労務上の注意点を記載します。

［税務上の注意点］

　近年は労働安全衛生法による必要最低限の健康診断だけでなく、役員

及び使用人の健康管理の目的で、会社の費用負担で一般的な人間ドック

を受診させる企業があります。この人間ドックの費用負担に関して、役

員や特定の地位にある人だけを対象とする場合は給与等課税の問題が生

じますが、一定年齢以上の希望者は全てこの人間ドックを受けることが

でき、かつ、検診を受けた者の全てを対象として費用負担する場合には、

給与等課税の問題は生じません。

［労務上の注意点］

　健康診断の実施、有所見者に対する医師からの意見聴取、医師の意見

を勘案した必要な事後措置の実施は、全て労働安全衛生法に基づく事業

者の義務ですが、一般的に小規模事業場での実施率が低くなっています。

事業場の規模にかかわらず、健康診断実施だけでなく、事後措置の実施

まで徹底する必要があり、事後措置を講ずるに当たっては「健康診断結

果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」があります。
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今月のテーマ

　適格請求書等保存方式（いわゆるインボイス制度）の下では、適格請求書発行事業者以外の者※からの課税仕入れについては、仕入

税額控除のために保存が必要な請求書等の交付を受けることができないことから、仕入税額控除を行うことができません。

※適格請求書発行事業者以外の者……消費者、免税事業者、インボイス登録を受けていない課税事業者

　ただし、令和５年10月１日のインボイス制度開始から一定期間は、適格請求書発行事業者以外からの課税仕入れであっても、仕入税

額相当額の一定割合を仕入税額とみなして控除できる経過措置が設けられています。

　この経過措置により、これまで適格請求書発行事業者以外の者からの課税仕入れについては、仕入税額相当額の80％の控除を行うこ

とができました。

　しかし、令和８年10月１日以後の適格請求書発行事業者以外の者からの課税仕入れについては、控除割合が仕入税額相当額の70％に

引き下げられます。

　当初は、令和８年10月１日以後の課税仕入れについては、控除割合が50％となる予定でしたが、令和８年度税制改正により、控除割

合に関する経過措置のスケジュールが次のとおりに改正されました。

税理士　磯山仁志

ギモンを解決！

経理担当者のための
税務・会計Q&A

　なお、この経過措置は、一の適格請求書発行事業者以外の者から行う当該経過措置の対象となる課税仕入れの額の合計額が、次の課

税期間に応じて一定の金額を超える場合には、その超えた部分の課税仕入れについては適用できませんのでご注意ください。

免税事業者等からの仕入れに係る経過措置
消費税の免税事業者等からの課税仕入れについて、これまで仕入税額相当額の80％を控除していましたが、令和

８年10月より変更になるのでしょうか？

令和８年10月１日以後の適格請求書発行事業者以外の者からの課税仕入れに関する税額控除額は、仕入税額相当

額の70％となります。

期　　間

令和５年10月１日から令和８年９月30日まで

控除割合

仕入税額相当額の80％

令和８年10月１日から令和10年９月30日まで 仕入税額相当額の70％

令和10年10月１日から令和12年９月30日まで 仕入税額相当額の50％

令和12年10月１日から令和13年９月30日まで 仕入税額相当額の30％

課税期間

令和６年10月１日から令和８年９月30日までの間に開始する課税期間

金　　額

税込み10億円

令和８年10月１日以後に開始する課税期間 税込み１億円


